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全国一律の最低賃金制度の導入を求めるため、この案を提出する。



全国一律最低賃金制度の導入を求める意見書

厚生労働大臣は、本年６月頃、中央最低賃金審議会に対し、２０１９年度地域

別最低賃金額改定の目安についての諮問を行い、同審議会から７月頃、答申が行

われる見込みです。昨年、同審議会は、全国加重平均２６円の引上げ（全国加重

平均８７４円）を答申し、これに基づき各地の地域別最低賃金審議会において地

域別最低賃金額が決定されたところです。

しかし、時給８７４円という水準は、1 日８時間、週４０時間働いたとしても、

月収約１５万２，０００円、年収約１８２万円にしかなりません。しかも、日本

の最低賃金は、都道府県ごとに四つのランクに分けられ、２０１８年度の改定で

は、最高の東京都（９８５円）と最低の鹿児島県（７６１円）で、時給で２２４

円という３割近い格差があり、その格差は年々広がる傾向にあります。

また、日本の最低賃金は先進諸外国の最低賃金と比較しても著しく低く、フラ

ンス、イギリス、ドイツの最低賃金は、日本円に換算するといずれも１，１００

円を超えており、国際的にみて日本の最低賃金の低さは際立っています。労働団

体の生活費調査でも、一人の労働者が自立して人間らしく暮らすには、全国どこ

でも２２万円～２５万円（時給１，５００円程度）が必要であり、都市部と地方

での最低生活費の差はほとんどありません。

我が国の２０１５年の相対的貧困率は１５．６％と依然高い水準にあり、女性

や若者に限らず、全世代で貧困が深刻化しているのが現状です。働いているにも

かかわらず貧困状態にある者の多数は、最低賃金付近での労働を余儀なくされて

おり、最低賃金の低さが貧困状態からの脱出を阻害する大きな要因となっていま

す。

また、最低賃金の地域格差によって、地方では賃金が高い都市部での就労を求

めて若者が地元を離れてしまう傾向が強く、労働力不足が深刻化しています。地

域経済の活性化のためにも、最低賃金の引上げと地域間格差の縮小が急務となっ

ています。

よって、政府におかれましては、社会保険料の事業者負担分を減免するなどの

中小企業対策を講じた上で、最低賃金額の大幅な引上げを図るとともに、全ての

労働者に人間らしい生活を保障するため最低賃金法を改正し、生計費原則に基づ

く全国一律最低賃金制度の導入を図るよう強く要望します。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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